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1.資産形成制度の種類・役割と

DCの再評価

FWBマネジメントカンファレンス2026
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ガイド

資産形成に関する仕組みは多岐にわたる～何をどこまで支援する？

NISA制度・iDeCo・保険・他

退職一時金

公的年金

確定拠出年金（DC）

確定給付企業年金（DB） 持株会

株式報酬制度

財形・職場積立NISA

・制度周知

・金融経済
教育全般

金融リテラ
シー向上

退職給付制度 資産形成支援制度

外部資産形成制度 制度活用支援

枠組みの提供

情報のみ提供

広義の資産形成制度
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ガイド

より自律的な思考や行動が必要な時代に変化

出所：著者作成

企業提供の資産形成制度の分類

金額 ・運用成果、株価 次第 ・勤続年数、働きの評価、金利 次第

会
社
負
担

・確定拠出年金（DC)

・株式報酬制度
・退職一時金
・確定給付企業年金（DB）

本
人
負
担

（天
引
き
）

・持株会
・DCマッチング拠出
・職場積立NISA

・財形貯蓄（一般・住宅・年金）

情
報
・教
育
の

提
供

・制度活用支援（自社制度周知・金融経済教育全般）
  ～ 自律的思考・行動の必要性
～ キャリア形成の一環としての捉え方も
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ガイド

転職者アンケート、伝統的な退職金制度が人気

日本企業で取り入れられている人事施策・雇用施策30項目について、中長期的なキャ
リアプランを検討するにあたり、勤め先にどんな人事施策があれば望ましいか（上位5

つまで）

対象：正社員として働いている20代～50代の男女のうち、直近1年間（2023年6月以降）に転職活動をされた方（WEB調査）
スコアは1位：5点／2位：4点／3位：3点／4位：2点／5位：1点として合計値を算出

出所：マイナビ 転職活動における行動特性調査 2024年版（2024年9月）



スライドマスターから削除（必要な場合のみEntity Name記載可）7

ガイド

株式報酬制度の導入状況

貴社において、従業員や役員に対する報酬として、自社株式を交付する「株式報酬制
度」について、該当するものをすべて選択してください。（ＭＡ）

27.1%

24.1%

20.1%

10.1%

9.0%

4.5%

23.1%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

「株式報酬制度（信託型）」を導入済

「株式報酬制度（ストックオプション）」を導入済

「特定譲渡制限付株式（Restricted Stock）」を導

入済

上記3つ以外の「株式報酬制度」を導入済

現在検討中

具体的な検討はまだだが関心あり

導入予定なし

その他

n=199

（複数選択可）

出所：2025年度人事・退職給付一体サーベイ調査結果
（三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング）より筆者作成
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ガイド

資産形成支援は中位

福利厚生関連制度・施策の現在の導入状況について、選択ください。（ＭＡ）

72.0%

65.7%

65.0%

61.8%

59.7%

57.5%

50.5%

46.0%

41.2%

35.2%

26.2%

24.7%

0.7%
0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

子育て支援（休暇、勤務時間、資金補助等）

介護支援（休暇、勤務時間、資金補助等）

健康管理・医療補助の支援（傷病手当、休暇、等）

慶弔・災害支援

住宅支援（寮・社宅、家賃補助、住宅手当、提携…

資産形成支援（財形、年金等）

キャリア形成支援（自己啓発、研修、資格取得の…

転勤費用支援（引越費用補助、帰省手当等）

テレワーク関連支援（在宅勤務手当、ネットワーク…

生活支援（食堂、運動施設、保養所等）

カフェテリアプラン

コミュニケーション支援（社員間の会食・旅行等の…

その他

n=600

（複数選択可）

出所：2025年度人事・退職給付一体サーベイ調査結果
（三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング）より筆者作成
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ガイド

企業年金普及状況～DCは加入者増、DBは頭打ちから減少へ
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カ
バ
ー
率

加
入
者
数
：
万
人

年度末

DC年金加入者数

DB年金加入者数

DC年金カバー率（加入者数/厚年被保険者数）

出所：DC：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料」、DB：信託協会「企業年金（確定給付型）の
受託状況」、カバー率：厚生労働省資料データより著者算出
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ガイド

退職一時金制度の変化（厚労省就労条件総合調査より）

（出所）厚生労働省令和５年就労条件総合調査の概況等 より著者作成

2018年調査

退職一時金制度のみ実施
全体 ：73.3%

  1,000人以上 ：27.6%

2023年調査

退職一時金制度のみ実施
全体 ：69.0%

   1,000人以上 ：25.9%

退職一時金制度のみ実施企業数も減少傾向
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ガイド

個人による資産形成ウェイトが増加の流れ

• 企業が給付額の責任を持つDB・退職一時金のウェートは縮小方向

• 代わって、給付額に責任を負わないDCや株式報酬など個人による
資産形成のウェートが増加

• 加えて、公的年金の縮小、老齢期の長期化などで、個人による資産形成が
より必要に

⇒個人による資産形成の制度提供および情報・教育提供が重要

特に手薄の制度活用支援ニーズへの対応が重要となる

DB

退職一時金
個人による
資産形成

DB

退職一時金

個人による
資産形成
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ガイド

個人による資産形成＆制度活用支援にDCの枠組みがフィット

金融リテラ
シー向上

退職給付制度の代替
ポータビリティ機能

DCの位置付け

個人の資産形成制度として
時代の要請にマッチ

投資教育の実施義務を
利用し、制度活用支援ニー

ズに応える

従業員を主語とした新しい意義

保有資産の
増加

ファイナンシャル・ウェルビーイング
向上

従業員エンゲージメント向上

従来からの財務・会計ニー
ズに応えるものとして

＋

教育と投資の実践

DCを社会インフ
ラとして再評価
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2. DCを積極活用するには

～加入者の関心・利用を高める方策

FWBマネジメントカンファレンス2026
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ガイド

DCの継続教育の仕組みを積極的に利用する価値がある

34%

46%

40%

25%

18%

27%

24%

27%

29%

19%

40%

30%

34%

46%

63%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(EN)全体

(EN)低い

(EN)やや低い

(EN)やや高い

(EN)高い

勤務先金融経済教育への参加状況（「わからない」を除く）

開催されていない 開催されたが参加しなかった 参加した

出所：ＭＵＦＧ資産形成研究所「企業の資産形成支援は従業員エンゲージメント向上につながるのか
－FWBと行動・知識の観点から－」より引用

Q.金融経済教育が実施されているか、そしてそれに参加したか？

「金融経済教育実施」と、従業員エンゲージメント（EN）は正の相関がある
DCの継続教育の枠組みを利用した制度活用支援策は取り組む価値があるのではないか
一方で、参加しない層が一定比率で存在（強制されないと参加しない人はいる）
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ガイド

DC制度を活性化するためのポイントは？

数多の継続教育メニューや提供媒体があるものの、必ずしも活用されていない

まずはこのようなポイントに注目してみては？DC継続教育セミナー

年代別金融教育

eラーニング研修

動画配信

社内報

FP個別相談

✓ 「必要な人」に限って参加しない
（どうすれば「全員参加」に近づけられる？）

✓ 聞いただけで行動しない
（勉強して「ハイ終わり」にしないためには？）

✓ 行動が持続しない
（「思い出」にせず関心を持続するには？）

✓ 成果を評価する指標がない
（本当に理解して投資してる？）
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ガイド

【改善案①】全員参加してもらう「正当理由」を作る

研修系施策は現場に敬遠されがち。法改正等と絡めた「正当理由」で資源投入を推進。
今年はＤＣ絡みのイベントが続く。どんなイベントと紐づけられるか早期に検討したい。

2026.4 2026.12

マッチング拠出の制限撤廃

DC・iDeCo限度額引き上げ

品
質
向
上

加入者向けサービスの見直し・活用（運管評価等の実施）

商品ラインアップ全体の見直し（追加・除外）

法
改
正

法改正＆話題性のある商品追加は
全員参加の理由になり得るのでは？
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ガイド

DC制度を活性化するためのポイントは？

数多の継続教育メニューや提供媒体があるものの、必ずしも活用されていない

まずはこのようなポイントに注目してみては？DC継続教育セミナー

年代別金融教育

eラーニング研修

動画配信

社内報

FP個別相談

✓ 「必要な人」に限って参加しない
（どうすれば「全員参加」に近づけられる？）

✓ 聞いただけで行動しない
（勉強して「ハイ終わり」にしないためには？）

✓ 行動が持続しない
（「思い出」にせず関心を持続するには？）

✓ 成果を評価する指標がない
（本当に理解して投資してる？）
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ガイド

【改善案②】 イベント時に「仕組み」を組み込む

イベント時に、行動を促し、関心を維持するための仕組みを組み込む ⇒ DCアプリを
その場でインストールしてもらう
可能であれば社給スマホへの配備、生体認証の活用

行動に至る
ハードルを下げる

関心を維持する
仕組みを組み込む

いつも利用するデバイス
だと習慣になりますね！

プッシュ通知もあり

行動に至るハードルが低いアプリを活用 個人・社給スマホにインストール
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ガイド

【事例①】セミナーでアプリを設定、DC活性化を図った事例

従業員数：1,100人、業種：食品製造（工場勤務者が多い）

結果

イベント DC新規導入（DBの一部をDCへ移行）

課題認識 金融知識に乏しく、DCに関心を持ってもらうのが難しい

実施内容 導入時セミナー（リアル＆WEB）の中でアプリ設定＆オペレーションを実施

①投信比率

2025年9月末

96％

②ｱﾌﾟﾘｲﾝｽﾄｰﾙ率

2025年9月末

92％

③WEBログイン率
（設立後3回以上）

2024年11月～翌9月

64％

導入時セミナーでアプリを設定 アプリから運用指図・マッチング申込

④マッチング利用率

50％

2025年9月末

★全員からの意思表示

マッチング拠出
する or しない

選択MUST

セミナーでPW設定
が完了すれば、万一
紛失してもOK
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ガイド

【事例②】「もうひと手間」で成果が変わる（事例比較）

結果

イベント 商品追加＆指定運用方法設定

課題認識 DB→DC移行を控え関心を高めたい

実施内容 ID・PW配布＋オンデマンド動画配信

①WEBｱｸｾｽ率 ②ｱﾌﾟﾘｲﾝｽﾄｰﾙ率

商品追加

加入者数4,000人、製造業 加入者数9,000人、医療機関

ID・PW配布＋オンデマンド動画配信

DCに対する無関心層を減らしたい

ID・PW配布
後日、各自のPC・
スマホからアクセス

19％
（前期16％）

視聴のタイミングでID

・PWなく、新たな関心
層を獲得できず

ID・PW＋QRコード配布
各自のスマホ
からアクセス

視聴のタイミングで
ID・PWあり、新たな
関心層を獲得

37％
（前期22％）

③商品変更比率

17％
（前期1.3％/月）

①WEBｱｸｾｽ率 ②ｱﾌﾟﾘｲﾝｽﾄｰﾙ率 ③商品変更比率

18％
（前期1.3％/月）

20％
（前期15％）

30％
（前期17％）

同時に

（月間）（月間） （月間） （月間）
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ガイド

DC制度を活性化するためのポイントは？

世の中では、数多の継続教育メニューがあるものの、必ずしも活用されていない

まずはこのようなポイントに注目してみては？DC継続教育セミナー

年代別金融教育

eラーニング研修

動画配信

社内報

FP個別相談

✓ 「必要な人」に限って参加しない
（どうすれば「全員参加」に近づけられる？）

✓ 聞いただけで行動しない
（勉強して「ハイ終わり」にしないためには？）

✓ 行動が持続しない
（「思い出」にせず関心を持続するには？）

✓ 成果を評価する指標がない
（本当に理解して投資してる？）
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ガイド

【改善策③】教育の効果測定 ［外部サービスの利用］

アンケート調査により、ファイナンシャル・ウェルビーイング（FWB)、金融リテラシー、
エンゲージメントの水準を計測、効果測定を行い社内で共有することが可能

アンケート
回答

FWBスコア表示
（回答者向け）

気付く

動画コンテンツ

レコメンド

知る
学ぶ

相談案内等

行動する

スコア等をダッシュボードに反映

①

②

③

④

ダッシュボード
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ガイド

①投信比率 ②ｱﾌﾟﾘｲﾝｽﾄｰﾙ率 ③WEBログイン率
（設立後3回以上）

【事例③】投資教育の効果を計測しながらＰＤＣＡを継続

従業員数：3,500人、業種：サービス業（全国に拠点、業務中移動が多い）

イベント 商品追加・除外の機会に教育強化・リテラシーを計測、毎年継続教育を実施

課題認識 退職給付に対する理解が低い、運用実績が想定利回りに到達しないおそれ

実施内容 商品追加・除外時はeラーニング＋リテラシー計測、以降は継続教育セミナー

結果

47％

ID・PW再通知 eラーニング・テスト（受講率に拘り） リテラシー計測

90％超
受講率

毎年実施
（継続教育）

イベント時（商品追加・商品除外、アプリDL推奨）

2023年3月末

70％

2025年9月末

50％

2025年10月末

46％

2024年10月～翌9月
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ガイド

まとめ 新時代の資産形成制度の役割と活性化～企業は何を選びどう使うか～

✓ 各種制度の役割・位置付けを整理し、どのように活用するか検討

✓ 既存制度を活用するための制度活用支援に着目

✓ 資産形成支援と制度活用支援機能を併せ持つDCを再評価し、資産
形成制度の中心的な位置付けとして活用

✓ DCは単に導入すれば良いのではなく、加入者が活用できるよう工夫
を凝らした運営が必要
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ガイド

ご留意事項

ＭＵＦＧ資産形成研究所は、三菱UFJ信託銀行が、現役世代から退職後の世代までを対象に資産形成・資産運
用に関する調査・研究等の活動を行う際の呼称です。

本資料は情報提供を目的としたものであり、特定の金融商品の取得・勧誘を目的としたものではありません。

本資料に掲載の情報は作成時点のものです。また、本資料は三菱UFJ信託銀行が各種の信頼できると考えら
れる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性について保証するものではありません。
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